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全大発 21 通知 15 

2025年 12月 4日 

各単組委員長 殿 

全国大学高専教職員組合 

書 記 長  永井 信 

 
 

令和 7年度の文部科学省および厚生労働省の補正予算案について 

 
 

日頃の取り組み大変お疲れ様です。 

 11月 28日、令和 7年度補正予算案が閣議決定されました。文部科学省および厚生労働省

の補正予算案の概要についてご案内いたします。 

文部科学省、厚生労働省ともに国立大学等の物価・人件費の上昇に対応するための予算措

置が行われています。各単組におかれましては、人事院勧告対応など労働条件や教育研究環

境の改善にむけた取り組みにあたってご活用ください。 

 

記 

 

令和 7年度 文部科学省補正予算案 国立大学・高専に関係する主な項目 

●物価・人件費の上昇等を踏まえた国立大学の教育・研究基盤維持等     486億円 

「『「強い経済」を実現する総合経済対策』を踏まえ、優秀な人材の確保など、物価・人件

費の上昇等に各大学等が対応できるよう国立大学法人運営費交付金を措置するとともに、

教育研究設備の整備等を実施するために必要な経費を支援。」（事業別資料集 P46） 

○国立大学法人運営費交付金 421億円（うち設備災害復旧費 1億円） 

※物価・人件費の上昇等への対応を考慮した金額として予算措置されており、使途が

特定されているものではなく各大学の判断で活用できるものとなっています。 

○国立大学法人設備整備費補助金 66億円 

●大学病院の機能強化・経営環境改善                   349億円 

「増収減益の経営から脱却し、大学病院改革プラン等に基づき、病院運営の構造転換を

図る大学病院に対し、診療報酬では補填されていない、教育・研究の質を高めるために必

要となる経費の一部を支援し、大学病院の機能強化を行う。」（事業別資料集 P47） 

●国立高等専門学校の基盤的設備の整備等                  42億円 

「実践的技術者教育を行う国立高専において、物価・人件費の上昇等に対応しつつ、社

会課題を解決し、地方創生に貢献する人材育成を行うため、教育基盤維持のために必要な

支援を行う。」（事業別資料集Ｐ49） 
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○国立高等専門学校機構運営費交付金 14億円 

○国立高等専門学校機構設備整備費補助金 28億円 

●災害支援機能を有する高等専門学校練習船整備事業             29億円 

 

※令和 7年度 文部科学省関係補正予算（案） 

https://www.mext.go.jp/content/20251117-ope_dev02-000037774_1.pdf 

※令和 7年度 文部科学省関係補正予算（案）事業別資料集 

https://www.mext.go.jp/content/20251117-ope_dev02-000037774_2.pdf 

 

令和 7年度 厚生労働省補正予算案 賃上げ・物価上昇に関係する主な項目 

●医療機関・薬局における賃上げ・物価上昇に対する支援 5,341億円（賃上げ 1,536億円・

物価上昇 3,805億円） 

●施設整備の促進に対する支援                      462億円 

 

※令和 7年度 厚生労働省補正予算案のポイント 

https://www.mhlw.go.jp/wp/yosan/yosan/25hosei/dl/25hosei_point.pdf 

※令和 7年度 厚生労働省補正予算案の主要施策集 

https://www.mhlw.go.jp/wp/yosan/yosan/25hosei/dl/25hosei_20251128_01.pdf 

 

以上 
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